
（歳入）
・市町村交付金（社会保障財源化分） 146,893千円

（歳出）
・社会保障4経費その他社会保障施策に要する経費 （単位：千円）

国（県）
支出金

町債 その他

引上げ分の
地方消費税

（社会保障財源化分
の市町村交付金）※

その他

福祉医療費給付事業 68,832 19,849 0 0 42,053 6,930

障害者自立支援給付事業 257,608 194,056 0 0 54,560 8,992

高齢者移動支援事業 5,776 0 0 0 4,959 817

児童手当給付事業 169,308 142,617 0 0 22,915 3,776

小　　　計 501,524 356,522 0 0 124,487 20,515

予防接種事業 26,099 0 0 0 22,406 3,693

小　　　計 26,099 0 0 0 22,406 3,693

527,623 356,522 0 0 146,893 24,208

※地方消費税交付金（社会保障財源化分）は、各事業に要する一般財源の比率に応じて按分して充当しています。

保健
衛生

合　　　計

引き上げ分の地方消費税交付金（社会保障財源化分）の使途について

平成26年4月1日から消費税率が5％から8％に引き上げられ、令和元年10月1日から更に8%から10%に引き上げられたことに伴う地方消費税
交付金の増収分については、その全てを社会保障施策に要する経費に充てることとされています。
当町の令和3年度決算における社会保障施策関連経費への充当状況は以下のとおりです。

特　定　財　源
社会保障施策
に要する経費

一　般　財　源

財　　　源　　　内　　　訳

事　　業　　名

社会
福祉


